転用許可後は①及び②の手続きをしてください
農地から宅地等への地目の変更は、農業委員会が発行する転用確認証明書がないと法務局で登記簿の地目変更ができません。証明書の発行については、①の手続きを参考にしてください。
1 転用確認証明書の発行手続きについて
農地を宅地等に登記地目の変更を行うには、「農地の地目変更登記にかかる転用確認証明書」が必要となります。この証明書を受けるには、農地法第４条・５条の転用許可を受けた農地が、事業計画どおりに工事着手※１又は完了した時点で、◆転用確認証明の申請に必要なものを農業委員会へ提出してください。農業委員会で現地を確認した後に、計画と相違なければ「転用確認証明書」を発行します。
（証明書の発行は申請から1週間程かかります。）証明書発行後は、遅滞なく法務局へ地目変更登記の手続きをお願い致します。
※１ 住宅建設の着手・・・基礎工事が完了し、その後も柱や屋根の工事が進むことが十分見
込まれた時点
◆転用確認証明の申請に必要なもの
· 農地の地目変更登記にかかる転用確認証明申請書（別紙1）
· 農地法許可書（写）
· 写真（全体が把握できるよう位置を変え２枚）
· 案内図
※許可後、分筆や転居等により許可書に記載された内容と地番や住所が異なる場合は、移
動内容がわかる登記簿謄本や公図、住民票が必要です。
　※貸借設定で５条の転用許可を受けた場合については、証明書の申請者は貸人（土地の所有者）の名前で申請をお願いします。
2 工事が全て完了した時の手続きについて
工事が全て完了した場合は、「農地転用許可後の工事完了報告について」（別添様式２）を農業委員会へ提出してください。

問い合わせ
甲州市農業委員会事務局
電話32-5092（直通）
農地転用許可を受けられました皆様へ
　固定資産税の課税地目は、毎年１月１日時点の現況により認定し、賦課（現況主義）することとなります。
　ただし、農地転用許可を受けられた農地は、農地法の制約を受けない土地となり、現況が田・畑であっても地方税法に基づく国の固定資産評価基準により、固定資産税の課税地目は宅地並み課税地（介在田・畑）として評価することになりますので、ご承知おきください。
　なお、その後、転用許可目的に従った事業を行い、それが建物建築であれば宅地、資材置場・駐車場等であれば雑種地として認定し賦課することとなります。事業に着手していない場合は、介在田・畑としての評価となります。
◆固定資産税に関することは…
　　甲州市役所　税務課資産税担当　０５５３（３２）５０６９（直）

